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要約

熊本地震における母子の食・栄養・健康について、学校栄養職員を対象とした質的記述的分析研究より、「給食再開が急務」であっ

たことや「子どもの心身への悪影響」があったことが報告されている。しかし、質的記述的分析は分析者の主観が入りやすい傾向

がある。そこで本研究では、我々が実施した質的記述的分析と同一のデータを用いて、食・栄養・健康に関する課題を客観的かつ

多角的に評価することを目的とした。

9名の学校栄養職員を対象としたフォーカスグループインタビュー（FGI）を実施し、そのテキストデータを用いてコンピューター

による定量分析を実施した。使用したソフトはKHコーダーで、頻出単語及び共起ネットワーク図による分析を行った。

発災初期から中長期にかけて出現頻度が多かったのは「学校」「給食」「避難」だった。発災初期は「炊き出し」が頻出していた

一方で、中長期には「弁当」が頻出しており、フェーズの変化に伴い食事の内容が変化していたことが明らかとなった。共起ネッ

トワーク図より共通性、類似性のあるグループをまとめたところ、発災初期には「学校内の状況」「避難所生活」「備蓄」に関する話題、

中長期では「学校運営」「避難所の食事」「平時の仕組みづくり」に関する話題に分類された。このことより、発災初期は学校では

避難生活が行われ、学校給食が提供できる状況ではなかったことが推察された。

定量分析は、FGIの全体像を把握し、質的記述的分析で得られた結果を支持し、新たな視点で課題を抽出するために有用であるこ

とが示唆された。

キーワード：熊本地震、学校栄養職員、定量分析、KHコーダー、共起ネットワーク分析

Summary 
　　　Qualitative and descriptive analyses of the health, food, and nutrition of mothers and children after the Kumamoto 
earthquake revealed an “urgent need to resume school lunches” and an “adverse effect on children's mental and physical 
health.” However, such analysis tends to be subjective to analysts’ opinion. Therefore, in this study, we aimed to objectively and 
multilaterally evaluate issues related to health, food, and nutrition using the same data as our qualitative descriptive analysis. A 
focus group interview (FGI) was conducted with nine school dietitians, and quantitative computer analysis was performed using the 
textual data. Utilizing KH Coder software, the analysis was performed using frequent words and co-occurrence network diagrams. 
From the acute phase after the disaster to the mid- to long-term phase, frequently discussed topics included “schools,” “lunch,” and 
“evacuation.” In the acute phase after the disaster, “mass feeding” was frequent, whereas in the mid- to long-term, “lunchboxes” 
were served more often. Based on the co-occurrence network diagram, this suggests that school lunches could not be provided in 
the acute phase after the disaster. The fi ndings suggest that quantitative analysis may be useful for obtaining an overall picture of the 
FGIs, supporting the qualitative descriptive analysis results, and extracting issues from a new perspective.
Keywords: Kumamoto earthquake, school dietitians, quantitative analysis, KH coder, Semantic network analysis

Ⅰ．緒言

学校給食は、子どもの健康を守る上で、重要な役割を

担っている。我が国では、災害発生時に小中学校等の教

育施設が指定避難所となり、避難者の生活拠点となるこ

とがある。また、災害によっては、学校給食施設が被災

し、給食が提供できなくなることもある。校内に給食施

設を持つ学校は、授業再開と同時に給食の再開が必要と

なる。しかし、これまでに大規模災害後の学校給食につ

いての調査は十分に行われていない。

2016（平成 28 年）に発生した熊本地震における母子

の食・栄養・健康について、小中学生に給食を提供する

立場の行政職員である学校栄養職員に対し、フォーカス
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グループインタビュー (FGI) を実施した 1）。FGI の内容

をテキストデータ化して質的記述的分析を行い、母子の

食・栄養・健康に関する課題を抽出した。その結果、発

災初期における課題では、「避難所での食事の確保が困

難」、「給食の再開が急務」、「栄養支援業務が困難」、「備

蓄がなかった」ことが明らかとなった。中長期における

課題は、「学校給食の質を維持する仕組みが必要」、「子

どもの心身への悪影響」、「早期給食再開のための仕組み

づくりが必要」であり、学校給食の再開に向けて仕組み

づくりができていなかったことが明らかとなった 1)。し

かし、この調査方法は、要約・分析する際に定量的な評

価が不十分となり、分析者の主観的判断が反映されやす

くなるため、重要なキーワードを取りこぼす可能性があ

る2)ことを考慮する必要がある。そこで、本研究では我々

の先行研究である熊本地震における栄養・食生活に関す

る栄養士への FGI と同一のデータを用い、テキストマイ

ニング分析を実施することとした。

テキストマイニング分析とは、コンピューターによる

計量的な分析手法によってテキスト型のデータを整理し、

内容分析を行うものである 3)。それにより、分析者の恣

意的な要約を回避することが可能となり、抽出した単語

間の関連性を客観的に評価できるのが特徴である。質的

分析と組み合わせることで、より詳細な情報を得ること

が可能となることが期待される。

Ⅱ．研究方法

1．対象者

調査対象者は、熊本地震における母子の食・栄養・健

康についての課題を明らかにするために、母子に対する

栄養支援活動に携わった行政栄養士（管理栄養士・栄養

士）のうち、小学生や中学生と関わりを持つ学校栄養職

員とした。対象者の募集は、縁故法及びスノーボールサ

ンプリングによって行われ、活発で自由な意見が出るよ

う、1グループの人数は 5～ 8人と設定した。

2．調査方法

学校栄養職員に対するフォーカスグループインタ

ビュー (Focus Group Interview、FGI) は、2019 年 12

月に実施した。FGI とは、ある目的の情報を収集するた

めに、類似した属性のグループに対して質問し、自由に

発言をしてもらう形式のインタビューである。

事前に半構造化によるインタビュースクリプトを作成

し、2 人の管理栄養士（いずれも被災地支援経験を持ち、

うち 1人は研究職）がインタビューを担当した。進行は

フォーカスグループを含む定性的なデータ収集方法のト

レーニングと経験を積んだ研究者が担当した。

インタビュー内容は、発災前、発災初期、発災から時

間が経ってから、現在、の 4つのフェーズに分け、それ

ぞれ①発災前の備えについて、②発災初期に母子の食・

栄養、健康面で困ったことやその対応、③時間が経過し

た時期に母子の食・栄養、健康面で困ったことやその対

応、④現在困っていることや影響が出ていること、とし

た。調査対象者が業務でかかわった母子だけでなく、自

身の母親としての立場、他者から聞いた話、避難者の声

等、広く自由な語りを促した。インタビューに要する時

間は約 2時間とした。

インタビューの開始前に、全ての参加者に対し、研究

目的とインタビュー内容を伝え、書面による同意を得た。

インタビュー内容は 3 台の IC レコーダーで録音し、専

門業者によってテープ起こし原稿を作成した。個人名や

施設名は使用せず、発言内容は匿名化して、個人識別符

号を含まないこととした。

3．分析方法

FGI を録音し、テープ起こし原稿から逐語録を作成し

た。逐語録には、個人名や施設名は使用せず、発言内容

は匿名化して、個人識別符号を含まないこととした。

分析は、発災前および発災初期に困ったことを「初期」

として、時間が経過してからと現在を「中長期」として

2 分類し、それぞれのフェーズで分析を行った。分析に

使用したソフトは、立命館大学の樋口によって開発され

た無料のソフトウェアプログラムである KH コーダー 4)

であった。

まず、出現頻度の高い語を抽出した。抽出の条件は、

名詞、サ変名詞で上位 10 位とした。発災初期及び中長

期において共通して語られた単語、どちらかのみで語ら

れた単語を比較した。

　次に、共起ネットワーク図を作成した。共起ネット

ワーク図は、単語の出現頻度と抽出単語の関係性を示す

ものである。単語間に接続がある場合、線で接続される。

点線で結ばれている単語と比較して、実践で結ばれてい

る単語は比較的関連性が高い。円の大きさは単語の出現

頻度を示し、円を結ぶ線の距離は関連性の深さを示す。

さらに、単語間の共起関係の強さを示す Jaccard 係数を

求めた。関連のある単語群（コミュニティ）ごとに要約し、

さらに共通性や類似性のあるコミュニティを集約した。

4．倫理的配慮

研究目的とインタビュー内容は、事前に書面にて参加

者に通知し、インタビュー開始前に口頭でも説明した。

さらに、同意書の記入をもって同意を得た。また、内容

は災害に関連したものとし、プライバシーに関する情報

は聴取しないこととした。なお、インタビュー前には、

参加は自由意志に基づくものであり、不参加の場合の不

利益はないこと、途中退席も可能であること、答えたく

ない質問には答えなくてよいことなどを口頭で説明した。

インタビューの内容は、対象者の同意を得た上で、IC

レコーダーにより録音し、専門業者がテープ起こし原稿

を作成した。

本研究は国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究

所国立健康・栄養研究所研究倫理審査委員会（健栄 112

号）の承認を得て実施した。

Ⅲ .結果

研究参加への同意が得られたのは、小中学校に勤務す

る学校栄養職員である管理栄養士・栄養士 9 名ですべて

成人女性だった。調査時に、発災時と異なる学校に異動

していた者が小学校で 2 名、中学校で 2 名いたが、対

象地域が同一であることから調査の対象とし、インタ

ビューを実施した。インタビューは全員が参加し、途中

離脱した者はいなかった。
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発災初期および中長期について、頻出語を名詞、サ変

名詞からそれぞれ 10 語抽出した（図 1）。その結果、初

期から中長期にかけて共通して出現頻度が多かったのは

「学校」「給食」「避難」であったが、初期より中長期に

かけて出現頻度は減少している。発災初期のみに頻出し

た言葉は、「物資」「炊き出し」「調理」等に対し、中長

期のみに頻出した言葉は「子ども」「弁当」「簡易」等で

あった。

KH コーダーによる共起ネットワーク分析の解析に用いた抽出条件と利用した語数を表 1に示した。

各フェーズにおける抽出語の共起ネットワーク図を示した（図 2、図 3）。図中の数字は Jaccard 係数を示している。

Jaccard 係数は 0～ 1の値で示され、数値が大きいほど言葉の繋がりが強い。

0

5

10

15

20

25

30

35

10

0

10

20

30

40

50

60

10

図 1．発災初期及び中長期で語られた頻出単語（名詞、サ変名詞）上位 10 語

表 1　共起ネットワーク図抽出のための条件

図 2、熊本地震における定量テキスト分析を使用して作成された共起ネットワーク図（発災初期）
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発災初期において、共起ネットワーク図は、13 のコ

ミュニティが示された。（図 2）

出現頻度の多い抽出語のコミュニティは「勤務」「調

理場」「共同」「中学校」「所属」「敷地」「災害」等で、「子

供」「休校」や「支援」「物資」も頻出した抽出語であった。

01 のコミュニティは「家庭科」「ガス」「被災」「電気」

「牛乳」「パン」の語より食事環境について語られたこと

が要約された。同様に、02 のコミュニティは「中学校」

「調理場」「災害」等の語から調理場の状況について、03

のコミュニティは「体育館」「運営」等の語から避難所

について、04 のコミュニティは「本校」「近隣」「連絡」

等の語から避難行動について、05 のコミュニティは「再

開」「衛生」の語から避難生活について、06 のコミュニ

ティは「子供」「休校」の語から子どもの状況について、

07 のコミュニティは「お手伝い」「お湯」の語から生活

について、08 のコミュニティは「支援」「物資」の語か

ら支援物資について、09 のコミュニティは「地震」「被

害」の語から被害状況について、10 のコミュニティは「小

学校」「異動」「震災」の語から先生の状況について、11

のコミュニティは「天井」「ガラス」の語から学校設備

について、12 のコミュニティは「備蓄」「倉庫」の語か

ら備蓄について、13 のコミュニティは「調理」「委託」

等の語から給食の状況について、の内容に要約された。

さらに、共通性や類似性のあるコミュニティをまとめ

ると、食事環境、避難所、避難行動、避難生活、生活、

支援物資のコミュニティは避難や避難所での内容が語ら

れたことが彷彿され、これらのコミュニティを「避難所

生活」に関する内容とした。調理場の状況、先生の状況、

子どもの状況、学校設備、被害状況、給食の状況は「学

校内の状況」に関する内容とし、備蓄は「備蓄」に関す

る内容とした。

中長期において、共起ネットワーク図は、14 のコミュ

ニティが示された。（図 3）

出現頻度の多い抽出語が含まれていたのは「給食」と

「簡易」、「栄養」と「教諭」のコミュニティであった。

01 のコミュニティは「生活」「日常」「制限」「ステップ」

「調整」「自体」「自治体」「協定」「教育」「委員」「公務員」

の語から、平時に取組みについて語られたことが要約さ

れた。同様に、02 のコミュニティは「栄養」「教諭」等

の語から食育について、03 のコミュニティは「物資」「シ

ステム」の語から支援物資について、04 のコミュニティ

は「野菜」「炭水化物」の語から食料について、05 のコ

ミュニティは「お菓子」「影響」の語から食料について、

06 のコミュニティは「情報」「発信」の語からコミュニ

ケーションについて、07 のコミュニティは「体育」「支援」

等から授業について、08 のコミュニティは「記憶」「苦

労」の語から改善について、09 のコミュニティは「知識」

「研修」の語から平時の取組みについて、10 のコミュニ

ティは「簡易」「給食」の語から給食について、11 のコ

ミュニティは「個人」「お子さん」の語から自助について、

12 のコミュニティは「親御」「確保」の語から平時の取

組みについて、13 のコミュニティは「賞味」「期限」「廃棄」

の語から支援物資について、14 のコミュニティは「肥満」

「傾向」語の語から健康状態について、の内容にまとめた。

さらに、共通性や類似性のあるコミュニティをまとめ

ると、支援物資、食料、健康状態は避難所での食事内容

や健康課題について語られたことが彷彿され、「避難所

の食事」に関する内容とした。平時の取組み、コミュニ

ケーション、自助、改善は「平時の仕組みづくり」、給食、

食育、授業は「学校運営」に関する内容とした。

発災初期には、図 2 より避難所生活、学校内の状況、

備蓄、について語られた。中長期には図 3より避難所の

食事、平時の仕組みづくり、学校運用、について語られ

た。発災初期は、学校が被災し、避難所生活が行われて

いたこと、中長期には通常の学校生活に戻るための簡易

給食の再開や平時の仕組づくりが必要であったことが彷

図 3　熊本地震における定量テキスト分析を使用して作成された共起ネットワーク図（中長期）
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彿された。また、避難所での食事内容や健康への影響も

話題に上ったことが彷彿された。

Ⅳ .考察

1．学校給食再開に向けての課題

小学校や中学校は災害時の指定避難所となることがあ

る。避難所が設置されている状況であっても、授業再開

に向けて、学校を早急に再開する必要があるが、その際

には可能な限り給食も再開される。

FGI では、学校が被災していたこと、学校が避難所と

なり生活の場となっていたことが語られている１）。この

ことは、本研究の結果からも「学校」「避難」「炊き出し」

等の出現頻度が多く、さらに「体育館」-「トイレ」、「備蓄」

-「倉庫」、「ガラス」-「天井」等の単語間の関連が強い

ことから、発災初期に学校が避難所であったこと、給食

を提供できる状態ではなく炊き出しが行われていたこと

が再確認され、質的記述的分析で得られた結果が支持さ

れた。

さらに中長期には、本研究の結果から「協定」「自治体」

「日常」「調整」等の単語より、平時からの仕組み構築が

話題になったことが確認された。

学校給食を早急に再開するため、全国学校給食会連合

会では「災害時における学校給食用物資の確保・供給手

順」5) を策定し、災害時の物資供給についての体制づく

りを進めている。給食再開に向けては、学校給食施設の

修復も課題となる。災害時における学校給食実施体制の

構築に関するアンケートでは、学校給食施設の防災対策

として、給食施設の耐震化を進めた自治体が多かったこ

とが報告されている 6）。学校等の災害時の備蓄食料の現

状は 1日分程度で、災害用献立表の整備状況は十分では

ない 7）。

学校給食の現場においても、災害時における事業継続

計画（BCP）の作成が勧められているが、計画書が未作

成で備蓄品の準備ができていない学校が多い現状がある
8）。一日も早い給食運営のために、備蓄食料、給食用食

材等の確保、学校給食施設の修繕の手配先等、平時にマ

ニュアル化しておく必要性が改めて痛感される単語群の

出現であったといえる。

2．食事・栄養に関する課題

発災初期から中長期にかけて頻出した単語は「物資」

「炊き出し」「調理」等に対し、中長期のみに頻出した言

葉は「子ども」「弁当」「簡易」等であったことから、時

間の経過と共に食事の話題が変化していたことがわかる。

共起ネットワーク図からも、発災初期には「備蓄」、「パン」

「牛乳」、中長期には「炭水化物」、「野菜」、「お菓子」と

語られた食品が異なっていた。質的記述的分析では、食

事内容や食品名は明らかになっていないが、定量分析に

より食事内容や食品名が具体的に抽出され、新たな視点

が得られた。

東日本大震災の避難所において、穀類（炭水化物）は

過剰傾向で、野菜や肉類、乳製品は不足していたことが

報告されている 9）。本研究は名詞の出現頻度を分析した

ものであるが、同様の話題が出ていたことを示している。

避難所生活が長引くと、健康面の変化はまず不定愁訴と

して現れる 10）。さらに長期化することで、健康への影

響のみならず、子どもの肥満リスクの増大も懸念され

る 11）。中長期には「肥満」「傾向」という言葉が抽出さ

れ、健康の話題がそれらの単語で語られた可能性がある。

長引く避難生活において健康を守るためにも、発災初期

から食事内容を見直す必要性があることを感じる結果で

あった。

3．先行研究の限界および今後の展開

インタビューではあくまで一事例を聞き取ったもので、

熊本地震の被災地全体に生じていた問題ではない。イン

タビュー対象者の経験年数や生活環境によりフォーカス

している課題に違いがあるため、本研究で語られた内容

は被災地域の課題の一部しか把握できていない。

共起ネットワーク分析の効果はいくつか期待される。

まず、分析者の主観性を排除し、データを客観的に分析

することで定性的な研究の欠点を補える場合がある。ま

た、名詞を対象とした共起ネットワーク図を使用する場

合、抽出語が肯定的な意味合いを持つのか否定的である

のかを識別することが不可能であるが、抽出語の組み合

わせから、概要を類推することはできる。共起ネットワー

ク分析を行う際には、品詞や抽出語間の関連の強さを定

量的に分析することでより意味のある課題を抽出できる

場合もあるが、そういった拾い出しができなくても、最

低限、質的調査に誤読があった場合にそのスクリーニン

グ効果は果たしてくれる。

今後、さらなる別調査を併行させることで本調査の示

唆する事実に多面性を与える可能性はあり、例えば本調

査の結果を疫学調査等と比較することで、被災地の母子

の課題をより包括的に把握できる可能性がある。

Ⅴ．結論

熊本地震において、学校栄養職員に対する母子の食・

栄養・健康に関する FGI のテキストデータをテキストマ

イニングによって分析し、FGI で頻繁に出現した単語が

どのような場面で使われていたかを、改めて原典に遡っ

て読み直した。その結果、発災初期から中長期にかけて

多く語られたのは「学校」「給食」「避難」に関すること

であった。発災初期には、「物資」「炊き出し」「調理」

が頻出した一方で、中長期には「子ども」「弁当」「簡

易」等が多く語られ、食事の内容が具体的に変化してい

ることが明らかとなった。このことは、栄養や健康に関

する話題も変化していることを示唆している。また、共

起ネットワーク図より、共通性や類似性のあるコミュニ

ティをまとめると、発災初期には避難所生活、学校内の

状況、備蓄に係る単語が多く、中長期には、平時の仕組

みづくり、避難所の食事、学校運営に係る単語が多かっ

た。FGI より発災初期は学校が被災し、避難所となって

いたために、給食提供ができる状態ではなかったことが

明らかとなった。本研究においても、発災初期には学校

が避難所となっていたことや、中長期には健康への影響、

簡易給食の再開に向けた単語の頻出が再確認され、質的

記述的分析の結果を裏付けることができた。テキストマ

イニング分析によって先行した質的記述的分析の全体的

な傾向が再把握され、多面的な視点から新たな課題が再

確認された。
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